
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名       川商ジェコス株式会社 上場取引所 東

コード番号       9991 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 東京都

鈴木　敏彦 TEL (03) 3660 - 0776
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 23日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (注）記載の金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 83,947 △ 7.7 2,099 36.2 1,570 56.7

12年  3月期 90,978 2.7 1,542 △ 52.4 1,001 △ 61.7

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 1,747 - △ 47.98 - △ 6.7 1.5 1.9

12年  3月期 222 △ 68.4 6.10 - 0.8 0.9 1.1

(注)①持分法投資損益 13年  3月期                6 百万円          12年  3月期               47 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期    36,424,062 株　　　12年  3月期    36,435,988 株

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 103,631 24,953 24.1 685.31

12年  3月期 108,485 27,140 25.0 744.88

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期    36,412,136 株　　　12年  3月期    36,435,988 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 3,926 △ 2,792 240 2,805

12年  3月期 2,318 △ 3,886 △ 1,474 1,430

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  16　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   0  　社  （除外）   0  　社   持分法（新規）   0  　社  （除外）　   0  　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 39,000 600 200

通　　期 84,300 1,900 800

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   21 円 96 銭 

氏　　        名

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

現金及び現金同等物
期　末　残　高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

財務活動による
キャッシュ・フロー
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添付資料

企 業 集 団 の 状 況

提出会社および連結子会社は、建設仮設材の賃貸および販売等を主たる事業内容とする提
出会社を中核として企業集団を構成し、建設機械、事務用機器の賃貸等、各建設現場におけ
る関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と一体となった総合的な営業活
動を全国規模で展開しております。
㈱レンタルシステム東北ほか 12 社の子会社は、当社の保有する小型建設機械をそれぞれ
の担当地域において中小の建設会社に賃貸しております。一方、関連会社の協友リース㈱お
よびイースタンリース㈱は、Ｈ形鋼桁材、事務用機器の専門品目を保有、管理しており、当
社はその提供を受けて顧客に供給しております。また、子会社トラック・エンド・メンテナ
ンス・サービス㈱は建設仮設材等の運送を行なっており、当社はその委託をしております。
さらに、子会社リプロダクション㈱は、Ｈ形鋼の加工等を、子会社ジェコス工事㈱は仮設工
事の安全施工に関する技術的支援を行なっております。

川鉄商事㈱は､従来､当社の発行済株式総数の 50.94%を所有する親会社でありましたが､
当連結会計年度中に所有株式の一部を川崎製鉄㈱に譲渡した結果､両者は､ともに､当社のそ
の他の関係会社となりました｡
なお、これらの営業活動は、建設現場において仮設工事およびこれに関連して使用される
という取扱品目の性質ならびにエンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似
性を考慮すると、単一の事業分野に属しているものと認識しており、事業分野が単一セグメ

ントのため、以下の記載においては事業の種類別セグメントについての記載は行なっており
ません。
当企業集団の概要図は下記のとおりであります。

(注) ㈱レンタルシステム東北ほか 12 社のうち､㈱レンタルシステム福岡は､平成 13 年 4 月 1 日付で㈱
レンタルシステム九州に商号を変更しております｡

(関連会社)
イースタンリース㈱
[･ 事務用機器の賃貸]

(その他の関係会社)
川  鉄  商  事 ㈱
[･ 鉄鋼製品の仕入､販売]

(子会社)
ﾄﾗｯｸ･ｴﾝﾄﾞ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ･ｻｰﾋﾞｽ㈱
[･ 建設仮設材等の運送]

(当社)
川 商 ジ ェ コ ス ㈱
･ 建設仮設材の賃貸､販売
･ 加工品の製作加工
･ 建設機械の賃貸
･ 仮設工事の設計､施工
･ 建設仮設材等の修理､運送

(関連会社)
協友リース㈱
[･ H形鋼桁材の賃貸]

(子会社)
ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ㈱
[･ H形鋼の加工等]

事務用機器

の賃貸

H形鋼桁材
の賃貸

建設仮設材

の運送

商品等の

仕入れ
加工品の

販売等

H形鋼の
仕入れ H形鋼の

販売

(子会社)
㈱ﾚﾝﾀﾙｼｽﾃﾑ東北ほか 12社
[･ 小型建設機械の賃貸]

(子会社)
ジェコス工事㈱
[･ 仮設工事の技術的支援]

小型建設機械

の賃貸

工事の

技術的支援

顧                                 客
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経営方針および経営成績

１．経 営 方 針

(1)会社経営の基本方針

当社は、建設工事における基礎工事など地下掘削に欠かせない建設仮設材、建設機械の賃貸

や仮設工事の設計施工を中心事業としており、建設事業を総合的にサポートすることによって、

社会資本の形成に寄与しております。

(2)会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主に対する利益還元を経営の重点課題として位置付け、安定配当を基本としつつ、

会社業績に応じて弾力的に成果配分を行なってまいります。

内部留保につきましては、有利子負債の削減、長期展望に立った生産設備の拡充に活用し、

財務体質の強化を図ってまいる所存であります。

(3)中長期的な経営戦略と対処すべき課題

未だ厳しい経営環境が予想されるなかで、当社は営業本部制の徹底による責任の明確化と迅

速な経営判断を可能にする機能的組織の構築、地方営業拠点の整備拡充など全国的なきめ細か

い営業力の強化を最重点課題としてまいります。

また、機械化による工場コストの削減、効率的人員配置、業績主義の徹底による総人件費の

抑制など一層のコスト軽減を図るとともに、工事のノウハウを活かした新工法の開発など仮設

工事の周辺事業を積極的に展開し、安定的収益基盤の充実を図ってまいります。

(4)関連当事者との関係に関する基本方針

当社は、川崎製鉄グループの一員として､同企業グループ各社と鋼材等について取引があり、

今後も継続してまいります。

２．経 営 成 績

(1)当期の業績

当連結会計年度におけるわが国経済は､情報通信関連産業を中心とした民間設備投資の増加により

景気回復の兆しがあったものの､年度後半には設備投資も調整局面に入り､厳しい雇用情勢とそれに伴

う個人消費の低迷も相まって､景気先行きの不透明感がぬぐえないまま推移いたしました｡

建設業界におきましては､一部大型民間プロジェクトなどに建設需要の牽引役としての期待が持

たれていましたが､公共事業の減少を補いきれず､厳しい状況が続きました｡

このような環境のもとで､当企業グループは､営業ネットワークの整備､拡充を図り､より機動的な営業活

動を展開するとともに､グループをあげて経営資源の有効活用による経費圧縮を図り､収益基盤の充実

に努めてまいりました｡
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具体的には､当社札幌営業所を支店に昇格させ､㈱レンタルシステム北海道旭川営業所を開設､北海

道千歳市に当社北海道工場を設置し､同地域における営業基盤を拡充いたしました｡また､㈱レンタルシ

ステム福岡福岡西営業所を開設､トラック･エンド･メンテナンス･サービス㈱を移転､㈱レンタルシステム東

北が本社土地建物を取得し移転､㈱レンタルシステム芙蓉本社倉庫を増設するなど､全国規模でグルー

プ力の強化､充実を図りました｡

さらに､当社およびジェコス工事㈱のノウハウを結集して､近年､都市部の大深度工事を中心に

普及が著しいソイルセメント柱列壁工事において発生する泥土に含まれるセメントを分離し､こ

れを再利用することで産業廃棄物の発生量を大幅に削減する｢GSS 工法｣を開発し､専門部署と

して当社に GSS工法推進チームを設置して､その本格的な営業展開に備えてまいりました｡

以上の諸施策を実施いたしましたが､連結売上高は建設需要低迷の影響は避けられず､839 億

47 百万円と前連結会計年度比 7.7%の減収となりました｡損益面では､継続的に推進してまいり

ましたコスト削減効果により､連結経常利益は 15 億 70 百万円と前連結会計年度比 56.7%の増

益となりました｡また､退職給付会計基準変更時差異の一括償却ならびに金融商品会計基準の適

用による投資有価証券およびゴルフ会員権の減損処理額等､41 億 3 百万円を特別損失として計

上し､法人税等を加減した結果､17億 47百万円の当期純損失となりました｡

キャッシュ･フローの状況は､営業活動によるキャッシュ･フローが 39 億 26 百万円増加し､投

資活動によるキャッシュ･フローが賃貸用建設機械の取得および工場設備等の更新投資などによ

り 27億 92百万円の減少となり､また､財務活動によるキャッシュ･フローは 2億 40百万円の増

加となりました｡以上のとおり､売掛債権の回収強化、たな卸資産の圧縮に努めた結果、当連結

会計年度における現金および現金同等物の期末残高は､前連結会計年度末に比べ 13 億 74 百万

円増加し､28億 5百万円となりました｡

(2)次期の見通し

次期における建設需要は、前年度と同水準の公共事業費が確保したものの、地方財政の悪化

や民間建設需要の回復も期待できないことから、回復にはなお暫く時間を要するものと思われ

ます。当企業グループを取巻く環境も、建設需要全体の低迷の影響は避けられず、依然厳しい

環境となるものと予想されます。

こうした状況にあって、当企業グループは、組織や機構の改編により連携を強め、蓄積した

ノウハウを有効に活用しグループ総合力の充実を図ってまいります。加えて自社開発した GSS

工法の普及と本格的営業を推進するなど、鋼材等の賃貸や山留工事をはじめとする仮設事業を

中心とした周辺分野へ積極的に事業を展開し、収益基盤の醸成と収益力の強化を図ってまいり

ます。

通期連結業績の見通しといたしましては、連結売上高は 843 億円、経常利益で 19 億円、当

期純利益では 8億円を見込んでおります。
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連 結 財 務 諸 表 等

　　１．連　結　貸　借　対　照　表

(単位:百万円)

当連結会計年度

(13.3.31)
前連結会計年度

(12.3.31)
増　　　　減

　　　　　　　　期　　　別

　
科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

(資   産   の   部) 　　% 　　% 　　%

Ⅰ 流 動 資 産         

1. 現  金 及び 預  金 2,942 1,570 1,371

2. 受取手形及び売掛金 38,694 41,374 △ 2,679

3. た  な  卸  資  産 25,397 26,218 △ 820

4. 繰 延 税 金 資 産         205 128 77

5. そ     の      他 2,025 528 1,496

6. 貸　倒　引　当　金 △ 257 △ 260 2

流 動 資 産 合 計         69,007 66.6 69,560 64.1 △ 552 △ 0.8

Ⅱ 固 定 資 産         

(1) 有 形 固 定 資 産         

　1. 賃貸用建設機械 5,429 7,496 △ 2,067

2. 建  物 及び 構築物 5,226 5,488 △ 261

3. 機械装置及び運搬具 1,644 1,770 △ 125

4. 土　　　　　　　地 12,742 12,400 342

5. そ     の      他 655 640 14

有形固定資産合計         25,699 24.8 27,797 25.6 △ 2,097 △ 7.5

(2) 無 形 固 定 資 産         357 0.3 391 0.4 △ 33 △ 8.5

(3) 投資その他の資産         

1. 投 資 有 価 証 券 4,870 7,037 △ 2,166

2. 繰 延 税 金 資 産         1,520 187 1,332

3. そ     の      他 3,135 4,024 △ 889

4. 貸　倒　引　当　金 △ 959 △ 512 △ 447

投資その他の資産合計 8,566 8.3 10,737 9.9 △ 2,170 △ 20.2

固 定 資 産 合 計         34,623 33.4 38,925 35.9 △ 4,301 △ 11.1

資 産 合 計         103,631 100.0 108,485 100.0 △ 4,854 △ 4.5
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(単位:百万円)

当連結会計年度

(13.3.31)
前連結会計年度

(12.3.31)
増　　　　減

　　　　　　　　期　　　別

　
科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

(負   債   の   部) 　　% 　　% 　　%

Ⅰ 流 動 負 債         

1. 支払手形及び買掛金 28,408 34,917 △ 6,508

2. 短　期　借　入　金 29,070 28,570 500

3. 一年内に返済予定の長期借入金 62 22 40

4. コマーシャルペーパー 5,000 5,000 ―

5. 一年内に償還予定の社債 10,000 ― 10,000

6. 未 払 法 人 税 等 635 212 423

7. 賞　与　引　当　金 679 751 △ 71

8. 繰 延 税 金 負 債         0 1 △ 1

9. そ     の      他 2,154 1,721 433

流 動 負 債 合 計         76,011 73.3 71,197 65.6 4,814 6.8

Ⅱ 固 定 負 債         

1. 社　　　　　　　債 ― 10,000 △ 10,000

2. 長　期　借　入　金 179 70 109

3. 退職給付引当金 2,228 ― 2,228

4 退職給与引当金 ― 16 △ 16

5 役員退職慰労引当金 170 ― 170

6 繰 延 税 金 負 債         ― 60 △ 60

7. そ     の      他 88 ― 88

固 定 負 債 合 計         2,667 2.6 10,148 9.4 △ 7,481 △ 73.7

負 債 合 計         78,678 75.9 81,345 75.0 △ 2,667 △ 3.3

(少 数 株 主 持 分         ) ― ― ― ― ― ―

(資   本   の   部)

Ⅰ 資　　　本　　　金 4,397 4.3 4,397 4.1 ― ―

Ⅱ 資　本　準　備　金 4,595 4.4 4,595 4.2 ― ―

Ⅲ 連  結  剰  余  金 15,968 15.4 18,147 16.7 △ 2,178 △ 12.0

24,961 24.1 27,140 25.0 △ 2,178 △ 8.0

Ⅳ 自 己 株 式         △ 8 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 8 ―

　　資 本 合 計         24,953 24.1 27,140 25.0 △ 2,186 △ 8.0

負債､少数株主持分及び資本合計 103,631 100.0 108,485 100.0 △ 4,854 △ 4.5
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　　２．連　結　損　益　計　算　書

(単位:百万円)

当連結会計年度

(12.4.1~13.3.31)
前連結会計年度

(11.4.1~12.3.31)
増　　　　減

　　　　　　　　期　　　別

　
科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

　　% 　　% 　　%

Ⅰ 売　　　上　　　高 83,947 100.0 90,978 100.0 △ 7,031 △7.7

Ⅱ 売 上 原 価         69,329 82.6 75,874 83.4 △ 6,544 △8.6

売　上　総　利　益 14,617 17.4 15,104 16.6 △ 487 △3.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 12,518 14.9 13,562 14.9 △ 1,044 △7.7

営 業 利 益         2,099 2.5 1,542 1.7 557 36.2

Ⅳ 営　業　外　収　益

1. 受 取 利 息         15 20

2. 受  取  配  当  金 36 18

3. 持分法による投資利益 6 47

4. そ　　　の　　　他 56 43

営 業 外 収 益 合 計         115 0.1 129 0.1 △ 14 △10.9

Ⅴ 営　業　外　費　用

1. 支 払 利 息         598 609

2. そ　　　の　　　他 45 59

営 業 外 費 用 合 計         644 669 0.7 △ 25 △3.7

経 常 利 益         1,570 1.9 1,001 1.1 568 56.7

Ⅵ 特 別 利 益

1. 固定資産売却益 9 ―

特 別 利 益 合 計 9 0.0 ― ― 9 ―

Ⅶ 特 別 損 失         

1. 固定資産処分損 36 64

2. 投資有価証券処分損 8 ―

3. 会 員 権 処 分 損         6 44

4. 破産更生債権等貸倒損失 274 ―

5. 投資有価証券評価損 541 2

6. 会員権減損処理額 853 ―

7. 退 職 給 付 費 用 2,249 ―

8. 役員退職慰労引当金繰入額 134 ―

特 別 損 失 合 計         4,103 4.9 111 0.1 3,992 3,596.3

税金等調整前当期純利益または
税金等調整前当期純損失(△) △ 2,523 △ 3.0 890 1.0 △ 3,414 ―

法人税､住民税及び事業税 702 0.8 708 0.8 △ 5 △0.8

法 人 税 等 調 整 額         △ 1,478 △ 1.7 △ 39 △ 0.0 △ 1,438 ―

当期純利益または
当 期 純 損 失(△) △ 1,747 △ 2.1 222 0.2 △ 1,970 ―
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　　３．連　結　剰　余　金　計　算　書

(単位:百万円)

当連結会計年度

(12.4.1~13.3.31)
前連結会計年度

(11.4.1~12.3.31)
増　　減

　　　　　　　　　　期　　別

　
科　　目 金　　　　　額 金　　　　　額 金　　額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 18,147 18,182

過年度税効果調整額 ― 18,147 219 18,401 △ 253

Ⅱ 連結剰余金減少高         

1. 配      当      金 400 437

2. 役 員 賞 与         30 431 39 476 △ 45
Ⅲ 当期純利益または
当 期 純 損 失(△) △ 1,747 222 △ 1,970

Ⅳ 連結剰余金期末残高 15,968 18,147 △ 2,178

     (注) 役員賞与は、全額取締役に対して支給したものであります。
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４．連結キャッシュ･フロー計算書

(単位：百万円)

科　　　　　　　　　目 当連結会計年度 前連結会計年度 増    減

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

1. 税金等調整前当期純利益または
税金等調整前当期純損失(△) △ 2,523 890 △ 3,414

2. 減価償却費 3,114 3,370 △ 255

3. 貸倒引当金の増加額または減少額(△) 444 △ 173 617

4. 賞与引当金の減少額 △ 71 △ 176 104

5. 退職給付引当金の増加額または
退職給与引当金の減少額(△) 2,211 △ 26 2,237

6. 役員退職慰労引当金の増加額 170 ― 170

7. 受取利息及び受取配当金 △ 52 △ 38 △ 13

8. 支払利息 598 609 △ 11

9. 持分法による投資利益 △ 6 △ 47 40

10. 賃貸用建設機械売却損または売却益(△) 64 △ 97 162

11. 固定資産除却損 26 64 △ 38

12. 投資有価証券売却損または売却益(△) 8 △ 2 10

13. 投資有価証券評価損 541 2 539

14. 会員権処分損 6 44 △ 37

15. 会員権評価損 258 ― 258

16. 売上債権の減少額または増加額(△) 2,679 △ 2,329 5,009

17. たな卸資産の減少額または増加額(△) 585 △ 1,869 2,455

18. その他の流動資産の減少額または増加額(△) 259 △ 107 366

19. 破産債権､更生債権その他これらに準ずる債権の減少額 533 350 182

20. 仕入債務の増加額または減少額(△) △ 4,669 4,603 △ 9,273

21. 未払消費税等の増加額または減少額(△) 387 △ 137 524

22. その他の流動負債の増加額または減少額(△) 121 △ 455 576

23. その他の固定負債の増加額 88 ― 88

24. 役員賞与の支払額 △ 30 △ 39 8

小     計 4,746 4,435 310

25. 利息及び配当金の受取額 75 77 △ 1

26. 利息の支払額 △ 615 △ 597 △ 18

27. 法人税等の支払額 △ 279 △ 1,597 1,318

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,926 2,318 1,608
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(単位：百万円)

科　　　　　　　　　目 当連結会計年度 前連結会計年度 増    減

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1. 定期預金の預入れによる支出 △ 192 △ 136 △ 55

2. 定期預金の払戻しによる収入 195 130 64

3. 賃貸用建設機械の取得による支出 △ 1,998 △ 2,941 943

4. 賃貸用建設機械の売却による収入 148 222 △ 74

5. その他の有形固定資産の取得による支出 △ 854 △ 1,425 571

6. その他の有形固定資産の売却による収入 28 65 △ 36

7. 無形固定資産の取得による支出 △ 45 △ 58 12

8. 無形固定資産の売却による収入 0 ― 0

9. 投資有価証券の取得による支出 △ 152 △ 623 471

10. 投資有価証券の売却による収入 0 620 △ 620

11. 貸付けによる支出 △ 3 △ 4 1

12. 貸付金の回収による収入 54 23 30

13. その他の投資による支出 △ 73 △ 338 265

14. その他の投資の回収による収入 99 580 △ 481

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,792 △ 3,886 1,093

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1. 短期借入金の増加額または減少額(△) 500 △ 6,130 6,630

2. 長期借入れによる収入 200 115 85

3. 長期借入金の返済による支出 △ 50 △ 21 △ 28

4. コマーシャルペーパーの増加額 ― 5,000 △ 5,000

5 自己株式の取得による支出 △ 8 ― △ 8

6. 配当金の支払額 △ 400 △ 437 36

財務活動によるキャッシュ・フロー 240 △ 1,474 1,714

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額または減少額(△) 1,374 △ 3,042 4,416

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,430 4,473 △ 3,042

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,805 1,430 1,374
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５．連結財務諸表作成のための基本となる事項

　　　(1) 連結の範囲に関する事項
　㈱レンタルシステム東北ほか 15社の子会社 16社すべてを連結しております。

　　　(2) 持分法の適用に関する事項
　協友リース㈱およびイースタンリース㈱の関連会社 2社に対する投資について持分法を適用しており、持分法

適用範囲から除外した関連会社はありません。

　　　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

　　　(4) 会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法

有 価 証 券     

その他有価証券

移動平均法による原価法

なお、当連結会計年度から金融商品に係る会計基準を適用し、当連結会計年度開始時点で所有する有価証

券の保有目的を検討しておりますが、売買目的有価証券、満期保有目的債券に該当するものはありません。

また、当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価をおこなって

おりません。連結貸借対照表計上額等は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 1,050 百万円

時価 964

評価差額金相当額 △51

繰延税金資産相当額 35

建設仮設材

　先入先出法による原価から定額法により計算した減耗費を控除する方法によっております。

なお、建設仮設材の減耗償却期間は、使用可能期間によっておりますが、最近の使用状況について見直し

を行った結果、平均保有期間に著しい乖離が見られる一部品目について、費用の期間配分の適正化を図るた

め、当連結会計年度から減耗償却期間を延長するとともに、賃貸と販売の原価配分の整合性を高めるため、

残存価額を引き上げました。これらの結果、従来の方法によった場合と比較し、売上原価は 1,357 百万円減

少し、営業利益および経常利益はそれぞれ 1,357 百万円多く、税金等調整前当期純損失は 1,357 百万円少な

く計上されております。

その他のたな卸資産

　主として移動平均法による原価法

　　　　② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法

ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)および一部の連結子会社が保有する

賃貸用建設機械については、定額法

無形固定資産

定額法

長期前払費用

定額法

　　　　③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権および破産

更生債権等については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
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退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

なお、会計基準変更時差異(2,249百万円)は、当連結会計年度において一括して費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理することとしております。

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と

比較して、退職給付費用は 2,214 百万円(販売費及び一般管理費△31 百万円、製品製造原価△３百万円、特

別損失 2,249 百万円)増加し、営業利益および経常利益はそれぞれ 32 百万円多く、税金等調整前当期純損失

は 2,216百万円多く計上されております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。ただし、役員退

職慰労引当金新設に伴う過年度負担分(361 百万円)については、主として当連結会計年度から３年間にわた

り均等に繰入れております。

なお、役員退職慰労金は、従来、支出時の費用としておりましたが、役員退職慰労引当金計上の会計慣行

が定着してきていることおよび役員在任期間の長期化に伴い役員退職慰労金の金額に重要性が増してきたこ

とに鑑み、役員の在任期間に費用を配分することにより、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため、

当連結会計年度から引当て計上することに変更いたしました。

この変更により、当連結会計年度発生額(54 百万円)を販売費及び一般管理費に、過年度負担分のうち当連

結会計年度繰入額(134 百万円)を特別損失に計上しております。この結果、従来の方法によった場合と比較

して、営業利益および経常利益はそれぞれ 36 百万円少なく、税金等調整前当期純損失は 170 百万円多く計

上されております。

　　　　④ 重要なリース取引の処理方法

　　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　⑤ その他の重要な会計処理基準

　消費税および地方消費税の処理方法

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価については全面時価評価法を採用しております。

(6) 連結調整勘定の償却に関する事項
　連結調整勘定は、僅少なため発生年度に一時償却しております。

(7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。

(8) 連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
　手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資

(追加情報)
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準を適用し、投資その他の資産の「その他」に計上してい

る会員権のうち時価の著しく下落しているものについて減損処理を実施しております。この結果、特別

損失に「会員権減損処理額」853百万円(評価損 258百万円、貸倒引当金繰入額 594百万円)が計上され、
従来の方法によった場合と比較して税金等調整前当期純損失は 853百万円多く計上されております。
受取配当金の会計処理は、従来、入金時の収益として処理しておりましたが、当連結会計年度から金

融商品に係る会計基準を適用し、市場価格のある株式の配当金については配当落ち日をもって見積計上

しております。この結果、未収配当金 16 百万円が計上され、従来の方法によった場合と比較して経常
利益は 16百万円多く、税金等調整前当期純損失は 16百万円少なく計上されております。
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６．注　記　事　項

(1)連結貸借対照表関係
当連結会計年度 前連結会計年度

投資有価証券に含まれる関連会社の株式 　　　　　 211百万円 　　　　　 234百万円
　有形固定資産減価償却累計額 　　　　　 32,732百万円 　　　　　 32,169百万円
　受取手形裏書譲渡高   　　　　　　177百万円   　　　　　　29百万円
　有形固定資産の取得価額から
　直接減額した圧縮記帳累計額 土　地　　　36百万円 土　地　　　36百万円
　「たな卸資産」に含めて表示した減耗償
　却の対象から除いている休止中の資産 建設仮設材　　1,531百万円 ―――

(2)連結損益計算書関係
当連結会計年度 前連結会計年度

販売費及び一般管理費の主要なもの 貸倒引当金繰入額 261百万円
貸倒損失 9
給与諸手当 4,484
賞与引当金繰入額 628
退職給付費用 492
賃借料 892
減価償却費 710

貸倒引当金繰入額 405百万円
貸倒損失 47
給与諸手当 4,807
賞与引当金繰入額 668
賃借料 1,084
減価償却費 798

(3)連結キャッシュ･フロー計算書関係
当連結会計年度 前連結会計年度

現金及び現金同等物の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金期末残高
預入期間が 3か月を超える定期預金､定期積金
現金及び現金同等物期末残高

2,942百万円
―)         137

2,805

1,570百万円
―)         139

1,430

(4)1株当たり情報
当連結会計年度 前連結会計年度

1株当たり純資産額 　　685.31円 744.88円
1株当たり当期純利益または
1株当たり当期純損失(△) △ 47.98円 　6.10円

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益
金額については、新株引受権付社債および転
換社債の発行がないため、記載しておりませ
ん。

　同  左
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７．注　記　事　項(別紙)

(1)セグメント情報
　　　　① 事業の種類別セグメント情報
　　　　連結財務諸表提出会社および連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸および販売等を主たる事業内容とし、

建設機械、現場事務所用什器備品等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役

務提供と一体となった総合的な営業活動を行っております。これらの営業活動は、建設現場において仮設工事

およびこれに関連して使用されるという取扱品目の性質ならびにエンドユーザーはすべて建設会社であるとい

う市場等の類似性を考慮すると、単一の事業分野に属しているものと認識しており、事業分野が単一セグメン

トのため前連結会計年度、当連結会計年度とも、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　　　　② 所在地別セグメント情報
　　　　前連結会計年度、当連結会計年度とも、本邦以外の国または地域に所在する連結会社はないため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。

　　　　③ 海　外　売　上　高
　　　　前連結会計年度、当連結会計年度とも、連結財務諸表提出会社および連結子会社の本邦以外の国または地域

における売上高はないため、海外売上高の記載を省略しております。

(2)リース取引
(単位：百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

賃貸用
建設機械 2,312 173 2,138

賃貸用
建設機械 22 9 12

機械装置
及び運搬具

120 27 93 機械装置
及び運搬具 20 4 16

その他 102 33 68 その他 33 18 15

合計 2,534 233 68 合計 76 31 44

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　　　　同左

②　未経過リース料期末残高相当 ②　未経過リース料期末残高相当額
１年以内 442 １年以内 15
１年超 1,858 １年超 29

合計 2,301 合計 44

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

　　　　同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 207 １年以内 14

減価償却費相当額 207 １年超 14

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左
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 (3)関連当事者との取引

　前連結会計年度(自　平成11年４月１日　至　平成12年３月31日)

関連当事者との取引

　　親会社及び法人主要株主等

関係内容

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容
取引金額 科目 期末残高

製品の
販売等

4,302百万円売掛金 1,997百万円

商品の
仕入等
14,802百万円

親会社
川鉄商事
(株)

東京都
千代田
区

百万円

13,039
鉄鋼製品の
仕入、販売

（被所有）
直接50.94％

転籍 6名
大口仕入
先

賃貸用
建設機
械の購
入

12百万円

買掛金 5,661百万円

(注) 1.　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表
示しております。

　　 2.　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　 市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。

　当連結会計年度(自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日)

関連当事者との取引

　　親会社及び法人主要株主等

関係内容

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容
取引金額 科目 期末残高

製品の
販売等

2,464百万円売掛金 1,085百万円その他
の関係
会社

川鉄商事
(株)

東京都
千代田
区

百万円

13,039
鉄鋼製品等
の仕入、販
売

（被所有）
直接33.06％

転籍 6名
大口仕入
先 商品の

仕入等
11,799百万円買掛金 5,609百万円

その他
の関係
会社

川崎製鉄
(株)

神戸市
中央区

百万円

239,644

鉄鋼製品等
の製造、販
売

（被所有）
直接22.22％

転籍 2名
製品の販
売等

投資有
価証券
の譲渡

1,741百万円
(売却損
8百万円)

未収入
金

1,741百万円

(注) 1.　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表
示しております。

　　 2.　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　 市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。



16

(4)税効果会計

当連結会計年度 前連結会計年度

1.繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

1.繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産
　貸倒引当金損金算入限度超過額 102百万円 　貸倒引当金損金算入限度超過額 18百万円
　賞与引当金損金算入限度超過額 135 　賞与引当金損金算入限度超過額 83
　退職給付引当金損金算入限度超過額 905 　未払事業税 16

　役員退職慰労引当金 70 　未払事業所税 11
　会員権評価損 348 　繰越欠損金 68
　未払事業税 53 　資産に含まれる未実現損益 160

　未払事業所税 12 　その他 5
　繰越欠損金 55 　　繰延税金資産小計 364
　資産に含まれる未実現損益 171 　　評価性引当額 △39
　その他 21 　　繰延税金資産合計 324
　　繰延税金資産小計 1875 繰延税金負債
　　評価性引当額 △67 　特別償却準備金 38
　　繰延税金資産合計 1,808 　買換資産特定積立金 22

繰延税金負債 　連結上相殺消去された貸倒引当金 9
　特別償却準備金 41 　繰延税金負債小計 71
　買換資産特定積立金 22 　繰延税金資産の純額 253
　連結上相殺消去された貸倒引当金 10
　その他 6
　繰延税金負債小計 81
　繰延税金資産の純額 1,726

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主要な項目別の内訳

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.87% 法定実効税率 40.87%

(調整) (調整)
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

△7.03 　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

24.79

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

1.27 　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△2.98

　住民税均等割 △2.04 　住民税均等割 6.05
　評価性引当額 △2.67 　評価性引当額 4.46

　その他 0.36 　その他 1.84

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.76 　税効果会計適用後の法人税等の負担率 75.04
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(5)有価証券

　前連結会計年度
有価証券の時価等

(単位：百万円)

前連結会計年度
種類

連結貸借対照表計上額 時価 評価損益

流動資産に属するもの

　　株式 ― ― ―

　　債券 ― ― ―

　　その他 ― ― ―

　　小計 ― ― ―

固定資産に属するもの

　　株式 1,582 1,133 △449

　　債券 5 5 0

　　その他 ― ― ―

　　小計 1,587 1,138 △449

合計 1,587 1,138 △449

(注) 1.　時価(時価相当額を含む)の算定方法
　　　　 上場有価証券……主に、東京証券取引所の最終価格によっております。
　　 2.　開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
　　　 　固定資産に属するもの
　　　 　店頭売買株式を除く非上場株式　　5,449百万円

　当連結会計年度

有価証券

①　売買目的有価証券(平成13年３月31日現在)
連結財務諸表提出会社および連結子会社は、売買目的有価証券は保有していないため、該当事項

はありません。

②　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成13年３月31日現在)
連結財務諸表提出会社および連結子会社は、満期保有目的債券は保有していないため、該当事項

はありません。

③　その他有価証券で時価のあるもの(平成13年３月31日現在)
当連結会計年度においては、時価評価を行っていないため、平成12年大蔵省令第９号附則第３項
により記載を省略しております。

④　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成12年４月1日  至平成13年３月31日)
該当事項はありません。

⑤　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成12年４月1日  至平成13年３月31日)
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

⑥　時価評価されていない主な有価証券(平成13年３月31日現在)
その他有価証券

　非上場株式　　　　　3,613百万円
⑦　当連結会計年度中の有価証券の保有目的の変更(自平成12年４月1日  至平成13年３月31日)
該当事項はありません。

⑧　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成13年３月31日現在)
(単位：百万円)

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

①債券

　国債・地方債等 ― ― ― ―

　社債 ― 5 ― ―

　その他 ― ― ― ―

②その他 ― ― ― ―

合計 ― 5 ― ―
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(6)デリバティブ取引
連結財務諸表提出会社および連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので前連結

会計年度、当連結会計年度とも該当事項はありません。

(7)退職給付

当連結会計年度

１.　採用している退職給付制度の概要
　連結財務諸表提出会社は、昭和49年９月期から適格退職年金制度を全面的に採用しており
ましたが、平成６年３月期から厚生年金基金を設立し、その給付額の46％相当分について厚
生年金基金から支給しております。
　連結子会社のうち１社については、適格退職年金制度を全面的に採用しております。他の
連結子会社は、主として中小企業退職金共済制度に加入しておりますが、一部の連結子会社
では退職一時金制度を併用しております。

２.　退職給付債務に関する事項(平成13年３月31日)
(単位：百万円 (単位：百万円)
イ.　退職給付債務 △6,438
ロ.　年金資産 4,224
ハ.　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,214
ニ.　未認識数理計算上の差異 51
ホ.　未認識過去勤務債務(債務の減額)(注)2 △65
へ.　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △2,228

(注)　1.　厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
　　2.　平成12年３月の厚生年金保険法の改正に伴い、当連結会計年度において提出会社
の厚生年金基金の代行部分に係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を
行ったことにより、過去勤務債務(債務の減額)が発生しております。

　　3.　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３.　退職給付費用に関する事項(自平成12年４月１日  至平成13年３月31日)
(単位：百万円)

イ.　勤務費用(注)1 452
ロ.　利息費用 217
ハ.　期待運用収益 △139
ニ.　会計基準変更時差異の費用処理額 2,249
ホ.　数理計算上の差異の費用処理額 ―
へ.　過去勤務債務の費用処理額(注)2 △7
ト.　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 2,772

(注)　1.　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
　　2.　「２.　退職給付債務に関する事項」(注)2.に記載の過去勤務債務に係る当期の費
用処理額であります。

　　3.　連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務費用」に計上しております。

４.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ.　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ.　割引率 3.5％
ハ.　期待運用収益率 3.5％
ニ.　過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数による定額法によ
っております。

ホ.　数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定年数による定額法によ
り、翌事業年度から費用処理すること
としております。)

へ.　会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理しております｡
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生産、受注及び販売の状況

１． 生産実績

(1) 製作加工および修理実績
当企業集団における工場の主たる業務は、建設仮設材の復元修理作業ならびに鋼製山留材等の建設仮
設材および各種製品の製作加工であります。
当連結会計年度の製作加工および修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。
なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。

(単位：百万円)

区分 金額
前期比(％)

建設仮設材 1,084 △63.1

製品 5,784 ＋10.5製作・加工

小計 6,868 △16.0

修理 建設仮設材 2,419 △8.8

合計 9,287 △14.2

(2) 工事施工実績
当企業集団は、建設仮設材の賃貸に付帯して、杭打抜工事、山留架設工事、ソイル柱列連続壁工事等
の請負を行っております。
当連結会計年度の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

(単位：百万円)

区分 金額
前期比(％)

杭打抜工事､山留架設工事等 11,135 ＋7.3

２． 受注状況
鋼製山留材、覆工板等の建設仮設材については、各建設現場における汎用性が特徴であり、見込生産を
行っているため、受注高の集計は行っておりません。受注生産を行っているスチールセグメント、H 形支
保工等の製品について当連結会計年度の受注状況を販売価格により示せば次のとおりであります。

(単位：百万円)

区分 受注高
前期比(％)

受注残高
前期比(％)

スチールセグメント等 5.576 △10.4 2,102 △28.1

３．取引形態別売上実績

当連結会計年度の取引形態別売上実績は次のとおりであります。なお、当連結会計年度において、総売
上実績に対する売上実績の割合が 100分の 10以上の売上先はありません。

(単位：百万円)

区分 金額
前期比(％)

販売 46,183 △13.8

賃貸 16,593 ＋1.3

工事 11,135 ＋7.3

修理等 10,033 △5.5

合計 83,947 △7.7


